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Ⅰ 陸上交通の現状 

１ 克服すべき沖縄の固有課題 

（沖縄 21 世紀ビジョン基本計画より） 

（概況） 

   沖縄県は、基幹的公共交通システムである鉄道を有していない唯一の県です。 

   戦後、本土では戦禍を被った鉄道の復旧が進められましたが、米軍統治下にあった沖縄で

は、沖縄戦により壊滅した県営鉄道の復旧は行われませんでした。さらに、広大な米軍基

地の存在、基地周辺での無秩序な市街地の形成、広域道路網の整備の遅れ及び急激な自動

車交通の増大などの歴史的・社会的事情は、慢性的な交通渋滞、公共交通の衰退、環境負

荷の増大など様々な問題を生じさせてきました。 

（克服の意義） 

   沖縄本島の公共交通の抜本的な改善のため、基幹バスシステム、ＴＤＭ（交通需要マネジ

メント）施策など様々な施策の一体的な展開が必要でありますが、その中で鉄軌道の導入

は今後の公共交通改善の政策課題の一つとして位置づけられます。沖縄が戦後全国で唯一、

鉄道の恩恵を受けていない経緯等があり、地域経済への影響や採算性等の課題があること

を踏まえ、新たな公共交通機関の整備の在り方についての調査及び検討を進め、その結果

を踏まえて一定の方向を取りまとめ、所要の措置が講じられることが必要です。 

（解決への道筋） 

    陸上交通については、体系的な幹線道路網を構築するほか、県土の均衡ある発展を支える

公共交通の基幹軸として、骨格性、速達性、定時性等の機能を備えた鉄軌道を含む新たな

公共交通システムの導入についての取組を推進します。 

 

１-１ 沖縄県軽便鉄道（県営鉄道） 

・1914(大正 3)年、沖縄県軽便鉄道が開業し、那覇～与那原、那覇～嘉手納、那覇～糸満の 3線

が敷設されたが、第二次世界大戦で軽便鉄道は壊滅した。 
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１-２ 基地跡地を活用した効率的な交通ネットワークの構築 

・県土の枢要部分を占有している基地の存在は、総合的な交通ネットワーク構築の障害となっ

ている。嘉手納より南の米軍基地約 1,500ha の内 1,048ha の基地返還が合意されていること

から、跡地の有効活用による効率的なネットワーク形成を目指す。 

 

・中南部都市圏は、狭小な地域の中に、全国政令指定都市に匹敵する人口約 117 万人の過密な都

市圏を形成している。その一方、他の人口密度の高い他の都市と比較すると、都市鉄軌道の整

備延長が短い。 

注）北九州市の JR 在来線の営業キロは、都市交通年報に記載されている JR の営業キロから、地図上で計測した新

幹線の距離を減じて算出した。他の都市の営業キロは、地域交通年報を参照した。 

  



3 

 

１-３ 自動車依存型社会の形成 

・自動車保有台数は、復帰の昭和 47 年と比較して、平成 23 年には約 5 倍に増加し、沖縄本島の

バス輸送人員は、昭和 60 年と比較して、平成 23 年には約 7 割弱に減少している。 

こうしたことから、①県民や観光客の移動利便性向上、②高齢者及び障害者などいわゆる交

通弱者の移動の確保、③交通渋滞の緩和及び低炭素社会の実現などの観点から過度な車利用

から公共交通への利用転換が課題となっている。 
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２ 陸上交通の現状 

２-１ 慢性的な交通渋滞 

・急激な自動車交通の増加に対し、道路整備等が追いつかず中南部都市圏では慢性的な交通渋滞

が発生。特に那覇市において､混雑時旅行速度が三大都市圏よりも低い。 
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２-２ レンタカーの増加 

・沖縄県は入域観光客 1千万人を見据えた取組を進めており、平成 26 年度は 700 万人に達する

見込み。 

・国内観光客のレンタカー利用率 56.9％（H25 年度）であり、最も利用率の高い交通手段となっ

ている。観光客の増加に伴いレンタカーが増加し、駐車場の確保や渋滞が課題となっている。 
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２-３ 公共交通のサービスの低下 

・慢性的交通渋滞の発生により、公共交通のサービス（速達性、定時性）が低下し、一般道を走

行するバス路線は、特に朝ピーク時に遅延が生じている。 

・交通渋滞の慢性化の影響もあり、公共交通による移動圏域が狭く、定時性、速達性の確保が 

困難な状況にあり、交通渋滞の緩和には、過度な自家用車利用から公共交通利用への転換が

重要であり、県民の理解と協力が必要不可欠である。 
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２-４ 公共交通の乗換利便性 

・公共交通利用の問題点として、県民の３人に１人が、企業の約４割が「公共交通相互の乗り継

ぎが不便」をあげている。 

 

 

２-５ 学生の通学状況 

・全体の 70％以上が自動車での送迎をしてもらっており、自動車での送迎が交通渋滞の要因の

一つとなっている。 
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２-６ 観光振興において交通の改善が求められている  

・県外観光客が沖縄に対し改善を求めるもののうち、「交通渋滞」及び「交通の移動の不便さ」

が上位を占め、沖縄を魅力的にするために必要なものとして、鉄道などの交通機関を求める意

見も約３割を占めた。観光客は交通渋滞や交通・移動の不便さの改善を特に求めている。 

 

 

 

２-７ 二酸化炭素排出量の増加 

・燃費性能が向上しているにもかかわらず、自動車からの二酸化炭素排出量は横ばい傾向で、

排出量全体に対する割合も他分野に比べ高い。 
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３ 駐留軍用地跡地の有効活用 

・駐留軍用地跡地利用に際しては、沖縄振興のための貴重な空間として都市構造の歪みを是

正し、県土構造の再編を視野に入れた総合的かつ効率的な有効利用を図り、沖縄全体の発

展に資することが求められている。 

 

 

４ 沖縄本島の均衡ある発展(北部の発展を支える公共交通サービスの確保) 

・県全体の人口約 142 万人のうち、沖縄本島の中南部圏域に約８割の人口が集中し、北部圏域は

約 1割弱となっている。一方で、名護市から北の地域では若年層の流出により過疎化と高齢化

が進んでいる。 

・沖縄本島の均衡ある発展のためには、地域の実情に応じた公共交通サービスの確保が課題と 

なっている。 
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５ 課題整理 

 

 

 

≪Ⅰ陸上交通の現状 参考≫ 

沖縄振興特別措置法での位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 


